大西広『マルクス経済学』(慶応義塾大学出版会)

特徴

・大西経済学の包括的入門書

・骨太の大西唯物史観に貫かれる（魅力＆毒）

・著者の経験と近年の歴史学の成果に基づく、豊富なエピソード、実例
・大西「マルクス派最適成長モデル」についての弟子達との研究の成果

・数理モデル展開が著者の思想の表現として最適ではない（ない方がいい）

大西唯物史観の内容

・究極的に労働を投入し、効用を得るという人間社会把握

　> 究極的投入という意味での労働価値説

・最大効用のための労働生産性発展史観

　> その完成としてのゼロ成長

・資本蓄積推進システムとしての資本主義

　> ゼロ成長段階のシステムとしての社会主義

　> 本源的蓄積推進システムとしての国家資本主義（ソ連・毛中国）

・上部構造、イデオロギーを利害の反映と見る唯物論理解

　> 生産力の都合の反映

　> 階級利害の反映（を通じた生産力の都合の反映）

　> 利害を超越した客観科学としてのマルクス主義の位置づけ

大西唯物史観へのコメント

・多様な諸個人の利害と集合的意思との関連の考察に乏しい。

　> 上部構造が生産力の都合を反映するメカニズムは？

　> 階級利害の反映図式が単純（個別資本vs総資本、錯誤、思い込み…は？）

　> 効用関数を持ち出す意義は個人の選好の多様性、独立性のはず
　　（生産力発展の犠牲で死んだ個人の効用関数はそこで終わり。−∞）
　→ 多様な諸個人の利害の反映、ズレ・矛盾、究極における再規定のメカニズムの定式化が必要（疎外論）：ex. 裁判のための国家発生の論点p.186
・マルクス主義は利害を超越すべきか？

　> こぼれおちた利害が反映できる可能性は常にある（犠牲の事実の指摘の有用性）
　> 効用のための生産力のはず→利害を根拠とした訴えこそ必要

　ex. 大西過剰蓄積批判は究極には誰の利益にもならないことへの批判のはず

　> 次段階の上部構造の候補は早期から多様に試される必要（←今は未熟な勢力の利害）
　「闘った者は誉められないといけない」(著者本人口頭での発言)

・毛死後の中国の転換は、本源的蓄積段階内部の様式転換では？

経済理論についてのコメント

・最終的に効用を得るための究極的投入という意味での労働価値概念について

　> そのとおりである。

　> これと価格理論とは概念的に無関係なのに、混同している(させている)。

　（労働の生む価値と金額の付加価値、剰余価値と利潤との混同。「マルクスの基本定理」の意義が労働価値価格を前提しないことの意義が読み取れない。）

・投下労働価値どおりにならない均衡価格の説明がない

　> 生産価格は、説明なく「柴田・置塩定理」の解説に唐突にでてくる。

　> 「最適成長モデル」で裏で成り立っている価格について説明がない

・長期セイ法則モデルに終始。(再生産表式、最適成長モデル)

　> 本書の全体課題には適合的

　> 短期反セイ法則理論の説明、次元の違いについて触れるべきでは？

　> 長期の「ゼロ成長」と景気の長期停滞とを直接混同する記述（総需要拡大政策に批判的？）
・金貨幣論への固執と不生産的労働論について

　> 両者は矛盾

　　（自給では不要な「サポーター」が「不生産的」なら貨幣金の生産労働も価値を生まない）

数理モデルの問題

・自給自足から商品生産へのモデル(p.42-43)は意味不明

　> もっとわかりやすい定式化は可能。数式にしなくてもよい。

・貨幣導入の条件を示すと称するモデル(p.52-56)について

　> これは、貨幣の導入とは関係なく、各産業をそれぞれ独占的に取り扱う「商人」が発生することの効果を検討したもの。

　> 交換過程論にしたがった貨幣導入については、有名な清滝＝ライトモデルが適切。川口和仁はグラフ理論を使って議論している。安冨歩のシミュレーションもよい。

・「マルクス派最適成長論」モデルの問題

　> 基本モデルの簡単化の仕方が「美しくない」
　(結論がモデルの本質からくるのか簡単化の想定からくるのかわかりづらい。中途半端に単純化するぐらいなら、言葉で説明した方がいい。この展開についていける読者は、生産手段部門も消費財部門と同様の生産関数の想定でも大丈夫だから最初からそれでいった方がいい。)
　> 社会計画者の問題として出すより、最初から「補論１」の分権モデルで出した方がいいのでは？ (ついていける読者はこっちにもついていける。)

　> 「補論１」の分権モデルは無階級家計モデル。そこにおける賃金率、利潤率の決定と、本文中基本モデルの賃金、利潤決定は明らかに違うので、本文中の議論が「補論１」と同じで、分権的現実の描写としても妥当とするエクスキューズは成り立たない。基本モデルの賃金決定は、労働者無貯蓄、資本家無消費の仮定を導入して決まるので、一種の「賃金基金説」である。(労働者無貯蓄ということは、労働者は動学的最適決定をしておらず、この問題の計画者とは全く別の主体──分権モデルの主体とも別──ということである。)
　> 同じ理由からであるが、分権モデルは定常状態になっても、資本レンタル(おおざっぱな意味での利潤率)は正である。別言すれば、そこで決まる賃金は付加価値を吸収しつくさない。これは、大西蓄積理論の根幹に抵触する。

　> 逆に言えば、大西蓄積論の主要命題である、定常状態での利潤消滅＝資本主義終焉という結論は、「労働者無貯蓄、資本家無消費」の仮定に依存していると言える。

　> p.129あたりで、基本モデルを、c+v+m(c)の二部門再生産表式の表現に表し直しているが、第二部門でしか生産手段を使わない想定なので、第一部門のm(c)は当然ながらすべて第二部門の資本蓄積である。これは、単一社会計画者の計画モデルなので、各部門の利潤という概念はなくて、すべて共通の主体の利潤なのでこれでいい。しかし、二部門再生産表式の表現をとることは部門ごとの利潤が分かれているかのような誤解を生む。

　> 基本モデルの「社会的計画者」の前提は、先述の、多様な諸個人と集合的意思との関係の考察に乏しい姿勢に合致している。（無貯蓄の消費決定をする労働者と、動学的最適化をする計画者の意思の関係は？ 社会計画者と民衆の時間選好が違うp.163とすると、前者の方が「正しい」のか？ 「正しい」と言える根拠は何か？）
　> 労働人口成長が持続する場合、労働生産性が上昇する技術進歩がある場合、定常状態には蓄積が存在し、「労働者無貯蓄、資本家無消費」の仮定のもとで利潤も搾取も存在しつづける。大西史観ストーリーはどうなる？
　> 本来大西史観のモデル化にとっては、技術進歩を考慮に入れるのは不可欠。
：「絶対的剰余価値生産→相対的剰余価値生産への転換」⇒それに照応した政治体制の転換の内生化。これを導きだす動学モデルを構築するべきでは？

　> 技術進歩（加えて人口成長も）を内生化して、なおかつ、ゼロ成長、ゼロ利潤の定常状態への長期収束が言えるかどうかが課題。

細かいこと

・p.55, 13行目。n-1≒n　→　n+1≒n　(←大西さん曰く元のでよいとのこと)
・p.122, 割引率0.1としたときの割引現在価値を(1-0.1)tとして、刻みを無限に細かくして連続化してe-0.1tを導出しているが、これは、(1-0.1)tではなくて、1/(1+0.1) tと定式化して始めるべきである。すると簡単に導出できる。

・p.136最後の行。右辺a1’p1’はa1’p1の間違い。以下正しく展開しているので、単なる誤植と思われる。

結論

　人類のために、個々人の利害を超越して、歴史発展を司る「神」の存在。マルクス主義者は、個々人の利害を超越して、それを発見する「司祭」。

